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表紙

連結計算書類の「連結注記表」並びに計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://pa-co-ltd.co.jp/ir/ir_event/）に掲載する
ことにより株主の皆様に提供しております。

第40回定時株主総会の招集に際しての電子提供措置事項

連結計算書類
連結注記表

計算書類
個別注記表

(令和７年１月１日から令和７年12月31日まで)

株式会社ピーエイ
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連結注記表

連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社の数　５社
主要な連結子会社の名称

㈱アルメイツ
㈱ピーエイケア
㈱福島インカネイト
㈱ピーエイインカネイト新潟
㈱ピーエイインカネイト北海道

当連結会計年度より、㈱ピーエイインカネイト北海道を新規設立により、新たに連結の範囲に含めており
ます。

連 結 子 会 社 で あ っ たPA VIETNAM CONSULTING COMPANY LIMITED 、PA VIETNAM 
ADVERTISEMENT COMPANY LIMITED、㈱PAエンタープライズは、当連結会計年度において清算結
了したことにより、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。なお、連結計算書類作成にあた
り、清算結了日までの損益計算書を連結しております。

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

該当事項はありません。
⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

持分法を適用しない関連会社
　合同会社京都WORKS
持分法を適用しない理由
　持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益（持分に見合う額）及び連結剰余金（持分に見合う額）に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社ピーエイケアの決算日は３月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社の決算
日は連結会計年度と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)を採用しております。
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
②　棚卸資産

商品
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

主として定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額
法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　３年～39年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。
③　株主優待引当金

株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度以降において発生すると見込まれ
る額を計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。
当社グループは、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。期末におい
て年金資産残高が退職給付債務を超過している場合は、超過額を退職給付に係る資産として計上してお
ります。

⑸　収益及び費用の計上基準
当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、もしくは、移転するにつ

れて当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、連結注記表の

「収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

⑹　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
て計上しております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は繰延消費税等とし、5年間で償却を行っております。
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会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当連

結会計年度の期首から適用しております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「敷金及び保証金」は、金額
的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させ
るため、前連結会計年度の連結計算書類の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示してい
た56,562千円は、「敷金及び保証金」39,707千円、「その他」16,855千円として組み替えております。

会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（見積りの内容）

・固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件の下で回収可能価
額を見積り帳簿価額を減額しております。

（当連結会計年度に計上した金額）
・有形固定資産及び無形固定資産　177,625千円
・減損損失　23,093千円

（その他見積りの内容に関する理解に資する情報）
見積りの算定方法
・固定資産の回収可能価額の決定にあたって使用価値と正味売却価額のいずれか大きい額によっていま

す。使用価値の見積りにあたって、資産（グループ）から生じる割引前将来キャッシュ・フローを基に
しております。

見積りの算出に用いた主な仮定
・割引前将来キャッシュ・フローは主として資産（グループ）毎の事業計画を基に算定しております。
翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
・内外の環境変化により、当該連結会計年度末の見積りに用いた仮定が変化した場合は、割引前将来キャ

ッシュ・フローの算定額の変更等により、翌連結会計年度の連結計算書類に計上する減損損失に重要な
影響を及ぼす可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 452,519千円

（単位：株）
株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 11,229,800 － － 11,229,800

（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 476,918 60 － 476,978

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配
当額(円) 基準日 効力発生日

令和７年２月17日
取締役会 普通株式 45,161 4.2 令和６年12月31日 令和７年３月12日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総
額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

令和８年２月16日
取締役会 普通株式 利益剰余金 88,173 8.2 令和７年12月31日 令和８年３月11日

連結貸借対照表に関する注記

　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

３．剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント その他 合計 調整 合計

人材ソリュー
ション事業

人材派遣・
人材紹介事業

こどもケア
サポート事業

地域力創造
事業 計

顧客との契約
から生じる収益 950,162 369,331 606,554 73,296 1,999,345 － 1,999,345 － 1,999,345

その他の収益 － － － 20,835 20,835 － 20,835 － 20,835

外部顧客への
売上高 950,162 369,331 606,554 95,055 2,021,104 － 2,021,104 － 2,021,104

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

215 500 － 17,046 17,761 － 17,761 △17,761 －

計 950,378 369,831 606,554 112,101 2,038,866 － 2,038,866 △17,761 2,021,104

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①人材ソリューション事業
　人材ソリューション事業においては、主として、WEB媒体を活用した求人広告代理店のほか、「ジョブ
ポストWEB」の運営・管理を行っております。
　当該事業は、受注した求人広告の原稿作成と契約期間にわたり求人広告を掲載する義務を負っており、
当該履行義務は求人広告の掲載に応じて充足されるため、求人広告の掲載期間における掲載実績に応じて
収益を認識しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含
んでおりません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合
には、前受金を計上しております。
②人材派遣・人材紹介事業
　人材派遣・人材紹介事業においては、主として、人材派遣及び人材紹介を行っております。
　人材派遣は、顧客との契約に基づき労働力を提供する義務を負っており、当該履行義務は派遣社員によ
る労働力の提供に応じて充足されるため、派遣社員の派遣期間における稼動実績に応じて収益を認識して
おります。人材紹介は、求人ニーズに応じて候補者を紹介する義務を負っており、当該履行義務は候補者
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が入社し返金に関する不確実性が解消された時点で充足されるため、その時点で収益を認識しておりま
す。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含
んでおりません。また、契約条件に従って、履行義務の充足前に前受けの形式により対価を受領する場合
には、前受金を計上しております。
③こどもケアサポート事業
　こどもケアサポート事業においては、主として、小規模認可保育園の運営管理及び放課後等デイサービ
ス施設の運営管理を行っております。
　当該事業は、主に自治体からの認可等及び保護者との契約に基づき運営を行う義務を負っており、当該
履行義務は園児数、保育士数等の一定の要件に応じた保育園等の運営を行うことでサービスを提供するこ
とで充足されるため、契約期間にわたり収益を認識しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含
んでおりません。
④地域力創造事業
　地域力創造事業においては、主として、各地域に散在している遊休スペースや施設の賑わい再生事業、
自治体をはじめとする地域の課題解決をサポートする事業を行っております。
　飲食の販売については、顧客への引き渡しにより、顧客に当該財に対する支配が移転し、履行義務が充
足されることから、顧客への引き渡し時点等で収益を認識しております。また、テナントからの不動産賃
貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に従い会計処理を行っており、
賃貸借期間にわたり収益を認識しております。
　なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含
んでおりません。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 116,399千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 171,641

契約資産（期首残高） 73,026

契約資産（期末残高） 52,970

契約負債（期首残高） 1,323

契約負債（期末残高） 86

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための基礎となる情報
(1)　契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた契約資産と契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

契約資産は、主に情報サービス事業において広告媒体への掲載等に関連する契約につき、顧客から受
け取る対価のうち、履行義務は充足しているものの未請求となっている権利であります。

契約負債は、連結貸借対照表上、流動負債「その他」に計上しております。契約負債は、主に人材ソ
リューション事業において履行義務の充足前に顧客から受領した対価であり、収益の認識に伴い取り崩
されます。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていた額は、899千円で
あります。

(2)　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社においては、顧客との予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務
上の便法を適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記を省略しております。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については主に預金等に限定し、また資金調達については、主に銀行借入に

よる方針であります。デリバティブは利用しておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は顧客先の信用リスクに晒されております。
敷金及び保証金は不動産賃貸借契約に基づく敷金であり貸主の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金はそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、社内規程に従い、営業債権、敷金及び保証金については、請求担当部門が取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。
③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 3,114 3,114 －

敷金及び保証金 79,707 76,425 △3,282

資産計 82,821 79,539 △3,282
長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金含む） 90,472 87,697 △2,775

負債計 90,472 87,697 △2,775

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 803,068 － － －

受取手形及び売掛金 171,641 － － －

敷金及び保証金 － 5,251 29,541 44,915

合計 974,709 5,251 29,541 44,915

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 490,000 － － － － －

長期借入金 55,008 35,464 － － － －

合計 545,008 35,464 － － － －

２．金融商品の時価等に関する事項
　令和7年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払金」につ
いては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注）２．短期借入金、長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 3,114 － － 3,114

資産計 3,114 － － 3,114

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 76,425 － 76,425

資産計 － 76,425 － 76,425

長期借入金 － 87,697 － 87,697

負債計 － 87,697 － 87,697

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。
敷金及び保証金（１年内回収予定を含む）
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１．１株当たり純資産額 48円42銭
２．１株当たり当期純利益 8円92銭

内訳 金額(千円）
期首残高 39,910
有形固定資産の取得に伴う増加額 －
時の経過による調整額 13
資産除去債務の履行による減少額 －
期末残高 39,923

敷金及び保証金については、合理的に見積った敷金及び保証金の回収予定時期に基づき、リスクフリー
レートで割引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定を含む）

長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法によっており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

１株当たり情報に関する注記

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりま
せん。

重要な後発事象に関する注記
該当事項ありません。

その他の注記
（資産除去債務に関する注記）
１．資産除去債務の内容

営業所や商業施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２．支払発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

使用見込期間を取得から２～10年と見積り、割引率は０～0.31％を使用して資産除去債務の金額を計算
しております。

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容
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場所 用途 種類 減損損失額

京都府京都市 事業用資産 建物及び構築物
その他

16,914千円
219

東京都目黒区 事業用資産 建物及び構築物
その他

1,886
4,072

（減損損失に関する注記）
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロ
ーを生み出す最小の単位に拠って、資産をグルーピングしております。

京都府京都市にある事業用資産については、撤退の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失(17,134千円）として特別損失に計上しております。なお、回収可能価
額は正味売却価額により測定しております、零として算定しております。

東京都目黒区にある事業用資産については、土地の利用可能期間内に、当初想定していた収益を見込め
なくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（5,959千円）として特別
損失に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロー
を5.18％で割り引いて算定しております。
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個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移
動平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。
貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用

しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　３年～30年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。
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４．引当金の計上基準
①　貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
②　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。
当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。期末において年金資産残高が退職給付債務を超過し
ている場合は、超過額を前払年金費用として計上しております。

③　株主優待引当金
株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度以降において発生すると見込まれる額を計

上しております。

５．収益及び費用の計上基準
当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、もしくは、移転するにつれて当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、連結注記表の「収

益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

会計方針の変更に関する注記
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当事業

年度の期首から適用しております。なお、計算書類に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「敷金及び保証金」は、金額的重要

性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事
業年度の計算書類の組替えを行っております。
この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた43,969
千円は、「敷金及び保証金」28,167千円、「その他」15,801千円として組み替えております。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 294,255千円
なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

２．関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 9,072千円
短期金銭債務 236

３．取締役等に対する金銭債権
短期金銭債権 20,378千円

関係会社との取引高
売上高 1,362千円
売上原価 1,598
その他の営業取引高 2,290
営業取引以外の取引高 10,169

会計上の見積りに関する注記
　固定資産の減損
（見積りの内容）
・固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件の下で回収可能価額
を見積り帳簿価額を減額しております。

（当事業年度に計上した金額）
・有形固定資産　83,540千円
・減損損失　23,093千円
（その他見積りの内容に関する理解に資する情報）
計上した金額の算出方法は、連結注記表（会計上の見積りに関する注記）の内容と同一であります。

　翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
・内外の環境変化により、当事業年度末の見積りに用いた仮定が変化した場合は、割引前将来キャッシュ・
フローの算定額の変更等により、翌事業年度の計算書類に計上する減損損失に重要な影響を及ぼす可能性
があります。

貸借対照表に関する注記

損益計算書に関する注記
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の

株式数（株）
普 通 株 式 476,918 60 － 476,978

（繰延税金資産）
繰越欠損金 172,763千円
関係会社株式評価損否認 4,931千円
投資有価証券評価損否認 4,249千円
減損損失否認 65,704千円
投資損失引当金否認 5,200千円
株主優待引当金否認 2,894千円
資産除去債務否認 6,029千円
その他 1,437千円
繰延税金資産小計 263,111千円
評価性引当額 △246,847千円
繰延税金資産合計 16,363千円
（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 3,402千円
前払年金費用 11,590千円
繰延税金負債合計 14,993千円
繰延税金資産の純額 1,370千円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称
及び氏名 所在地

資本金
又は
出資金

事業内
容又は
職業

議決権
等の所
有(被所
有)割合
(％)

関連当事
者との関
係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

役員 加藤博敏

当社代表
取締役
会長兼
社長

被所有
直接13.8
間接48.0

資金の
貸付

資金の
返済 30,000 － －

資金の
貸付
(注)

20,000 その他 20,000

１．１株当たり純資産額 30円09銭
２．１株当たり当期純利益 ５円85銭

関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

（注）資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。また、貸付金の担保と
して、代表取締役会長兼社長加藤博敏が保有している当社株式を質権設定しております。

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
詳細につきましては、連結注記表の「収益認識に関する注記」をご参照ください。

１株当たり情報に関する注記

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりま
せん。

重要な後発事象に関する注記
該当事項ありません
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